
 

    

 

令和４年５月 13 日 

航空局安全政策課 

 

「航空法関係手数料令の一部を改正する政令」を閣議決定 
 

航空法及び運輸安全委員会設置法の一部を改正する法律の施行により令和４年６月に予備

品証明制度が廃止されることに伴い、予備品証明を申請する者の手数料に係る規定の削除等を

定めた「航空法関係手数料令の一部を改正する政令」が、本日、閣議決定されました。 

 

１．背景 

令和元年６月に、国産航空機の安全運航維持の仕組みの整備、無人航空機の事故防止のた

めの飛行ルール等を盛り込んだ、航空法及び運輸安全委員会設置法の一部を改正する法律（令

和元年法律第 38 号。以下「改正法」という。）が公布されました。 

改正法による予備品証明制度の廃止や耐空証明のある航空機の使用者が一定の基準に適

合する装備品等を当該航空機に装備しなければならないこと等の規定については、令和４年６月

に施行することとされています。 

これらの施行に伴い、航空法関係手数料令について所要の改正を行う必要があります。 

 

 

２．概要 

改正法の施行に伴い、航空法第 18 条の予備品証明に係る規定が削除されること等を踏まえ

て、予備品証明を申請する者の手数料に係る規定の削除等を行います。 

 

 

３．今後のスケジュール 

公 布 ： 令和４年５月 18 日（水） 

施 行 ： 令和４年６月 18 日（土） 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】 

航空局安全部安全政策課 伊藤（内線：48333）、渡邉（内線：50228） 

                  TEL 代表：03-5253-8111 直通：03-5253-8737 

 


